
京都市告示第   号 

 都市の低炭素化の促進に関する法律及び都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則の

規定に基づく事務に係る手数料の減額又は免除の額について，次のように定めます。 

  平成２９年３月３１日 

                          京都市長 門 川 大 作 

１ 市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，京都市都市計画関係手数料条例第１

２条の規定により，同条例第８条に規定する手数料を減額し，又は免除することができ

る。 

   建築主が本市の機関であるとき。 

   前号に掲げるもののほか，市長が特別の事由があると認めるとき。 

２ 前項第２号の規定により手数料の減額又は免除を受けようとする者は，都市の低炭素

化の促進に関する法律に係る手数料減免申請書（別記様式）に手数料の減額又は免除を

申請する理由を証する書面を添えて，市長に提出しなければならない。 

附 則 

 この告示は，平成２９年４月１日から施行する。 

 

 

７０７



別記様式 
都市の低炭素化の促進に関する法律関係手数料減免申請書 

 
（あて先）京都市長 年    月    日 
申請者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地） 申請者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名記名押印又は署名）  

 
                    印 
     電話：    （    ）     

 
 次の都市の低炭素化の促進に関する法律及び都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則の規定に基

づく事務に係る手数料の減免を申請します。 
 
 □ 低炭素建築物新築等計画の認定手数料（法第５３条関係） 
 □ 低炭素建築物新築等計画の変更認定手数料（法第５５条関係） 
 □ 軽微変更該当証明書交付手数料（規則第４６条の２関係） 
 
１ 代理者 住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地） 

 
 氏名（法人にあっては，名称及び代表者名） 

 
２ 建築物の位置 京都市   区 
３ 建築物の概要 構 造 □木造  □Ｓ造  □ＲＣ造  □ＳＲＣ造 

□その他（           ） 
 階 数 地上    階 ， 地下    階 
 延 べ 面 積                 ㎡ 
 用 途 □一戸建ての住宅  □共同住宅等  □非住宅建築物 

□複合建築物 
４ 減免の理由  

 
 
 
 

※ 該当する□には，レ印もしくは■を記入してください。 
※ 代理者による申請の場合は委任状を添付してください。 
※ 建築物に係る付近見取図，配置図，平面図等を添付して 
 ください。 
 

（京都市都市計画局建築指導部建築審査課） 
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